
(単位:円)

項目 金額

第一号 活用可能な財産 資産 1,864,267,265

     資産の部合計 1,864,267,265

負債(△) 344,876,252

　   負債の部合計 344,876,252

基本金(△) 40,028,700

　          　基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 677,475,913

　      国庫補助金等特別積立金 677,475,913

合計(a) 801,886,400

第二号 事業用不動産等 338,323,763

財産目録により特定した事業対象不動産等の合計額 1,274,605,244

対応基本金(△) 40,028,700

　       基本金 40,028,700

国庫補助金等特別積立金(△) 677,475,913

　      国庫補助金等特別積立金 677,475,913

対応負債(△) 218,776,868

　      １年以内返済予定リース債務 0

　      設備資金借入金 215,000,000

　      リース債務 3,776,868

再取得に必要な財産 245,400,200

将来の建替に必要な費用 (注1) 75,728,020

建替までの間の大規模修繕に必要な費用 (注2) 57,065,203

設備･車輌等の更新に必要な費用 (注3) 112,606,977

必要な運転資金 年間事業活動支出の３月分(年間事業活動支出 × 3 ÷ 経過月数) 217,005,610

　      事業活動支出計 868,022,442

合計(b) 800,729,573

社会福祉充実残額(a)-(b) ※１万円未満を切り捨て 1,150,000

計算の特例：該当 （再取得に必要な財産+必要な運転資金）-年間事業活動支出 -405,616,632

再取得に必要な財産+必要な運転資金 462,405,810

年間事業活動支出 868,022,442

　      事業活動支出計 868,022,442

特例による控除額(c) 事業用不動産等＋年間事業活動支出 1,206,346,205

社会福祉充実残額(a)-(c) ※１万円未満を切り捨て -404,450,000

社会福祉充実残額


